
研究力を多角的に分析・評価する

新たな指標の開発について
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内容

これまでの経緯

今後の検討課題・スケジュール

研究力の多角的な分析・評価に向けた新たな指標の検討

検討結果のまとめ

参考資料
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第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月２６日閣議決定）抜粋

２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化

（１）多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築

（c）具体的な取り組み

④ 基礎研究・学術研究の振興

〇我が国の研究⼒を多⾓的に分析・評価するため、researchmap等を活⽤しつつ効
率的に研究者に関する多様な情報を把握・解析する。さらに、海外動向も踏まえ、従
来の論⽂数や被引⽤度といったものに加えて、イノベーションの創出、新領域開拓、多
様性への貢献等、新たな指標の開発を2022年中に⾏い、その⾼度化と継続的なモニ
タリングを実施する。
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【参考】第６期科学技術・イノベーション基本計画 ロジックチャートと指標 抜粋
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これまでの議論の主なポイント

１．研究力の多角的な分析・評価の背景について、認識を共有いただいた。

２．研究開発・イノベーションの測定・評価等に係る諸活動にも従事されている、成
城大学 伊地知教授に出席いただき、指標についての諸外国における取組事
例などについて紹介いただいた

３．日本の研究力を総合的に観測するための、多角的な分析・評価に向けた新た
な指標候補の考え方を示した

主な意見

• 研究力評価の目的の明確化、社会への説明に資する指標の必要性

• 国として重点化するテーマなど、指標を取得する範囲の絞り込み

• データ取得に際して研究者の負担増の懸念。国レベルで様々な形で使える
データベースの必要性

• 産学連携に関するテーマの必要性

木曜会合・評価専門調査会を含め、これまでの議論の主なポイント



6

内容

これまでの経緯

今後の検討課題・スケジュール

研究力の多角的な分析・評価に向けた新たな指標の検討

検討結果のまとめ

参考資料



今後の検討課題・スケジュール

今後の検討課題

スケジュール

① 研究力を分析・評価する指標に関するこれまでの状況整理
• 研究力を分析・評価するこれまでの指標の整理
• 諸外国における研究力の分析・評価に関する新たな仕組み・動向の把握：調査対象国・地域や

項目を整理の上、調査を実施

② 新たな指標の開発と収集方法の検討
• 有識者や現場の研究者の意見も踏まえつつ、従来の論文数等の指標に加え、我が国の研究力

を多角的に分析・評価するのにふさわしい指標を検討・開発
• 新たな指標候補について試行的に収集・分析を実施し、妥当性を検証

③ 評価・モニタリングへの実装と第7期基本計画への反映
• 第6期基本計画のロジックチャートを基にした評価・モニタリングに新たな指標を反映
• 新たな指標を含めて研究力を多角的に分析・評価し、第７期基本計画の目標・指標やそれを実

現するための具体的な施策に反映

3月 6月 9月 12月2021年 2022年3月

木曜会合への
報告・審議

論点整理

中
間
ま
と
め

これまでの指標の整理

海外動向の調査方針検討 海外動向調査（調整中）

有識者ヒアリング
（検討会、木曜会合）

新たな指標候補リストアップ

取りまとめ
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①

②
③

試行的な収集・
分析と妥当性の

検証

評価・モニタリン
グへの実装

第6期評価に
新たな指標を

反映

第7期の目
標・指標に反

映

2023年以降

今回の範囲

総合科学技術・イノベーション会議
木曜会合 R3.7.1より抜粋

今回の範囲（点線囲）を追記
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内容

これまでの経緯

今後の検討課題・スケジュール

研究力の多角的な分析・評価に向けた新たな指標の検討
 現在までの検討内容
 指標の考え方・具体化

 科学研究指標
 研究環境指標
 イノベーション創造関連指標

 指標のモニタリング結果の考え方と分析例

検討結果のまとめ

参考資料
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5期目標値

凡例

サイエンスマップへの
参画数・割合

特許に引用される
論文数

大目標と対応する指標

 多角的な分析のために、研究力の大目標をインパクトに分類して整理し、対応する指標候補を
試行的にモニタリングしつつ、その高度化や組み合わせにより2022年中に新たな指標とすること
を目指す。

【参考】 研究力を多角的に分析・評価するための新たな指標に対応する研究力の整理
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科学研究指標

イノベーション創造関連指標

真理を探究、基本原理を解明し、卓越した成果を生み出す

イノベーション指向の独創的な新技術を創出する

新たな指標候補として収集分析対象とする指標

厚み プロシーディング

プレプリント 日本語論文

論文の質的評価
（新規性）

国際的な賞

国民の意識

研究時間・研究者数

サイエンスリンケージ

ダイバーシティ

研究環境 新領域を開拓、多様な研究を遂行する

研究者の意識

研究者の意識 国際頭脳循環

産学官連携

第6回EBPMアド
バイザリーボード

R4.4.11より抜粋
赤字部分を追記

基本計画の既存指標を活用しつつ、各分類の全体的な考え方と指標候補を示す
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科学研究指標

【参考】 新たな指標候補の現状と今後の方向性（科学研究指標）

項目 現状 今後の方向性（案）
厚み指標 ・アカデミアを中心に、「量」や「質」に加えて研

究力の「厚み」を測る指標が提案されている
(例）h5-index：5年間において被引用数ｈ回以上の
論文が h 本あるとき、その最大値

・h5-indexをはじめとするアカデミアにおける研
究状況をフォローしつつ、指標としての検討を進め
てはどうか。

プロシーディングス
（会議論文）

・分野によっては、国際会議のプロシーディングスへの投稿割
合が高く、論文と同等の研究業績としてみなされる

・主要国際会議やそのプロシーディングについての調査・分析
が十分でない

・プロシーディングスのe-CSTIへの追加により評
価（論文数や被引用数等）・分析の実施を検討

・分野を絞り、上記の評価・分析状況をフォロー
アップし、どの分野にてプロシーディングを用いた
評価が適切かの検討をすすめてはどうか

プレプリント
（査読前論文）

・迅速な成果公開・共有⼿段として、分野ごとにプレプリント
サーバ（プレプリント投稿先）への投稿数が世界的に増加

・「プレプリント公開の経験のある研究者割合の調査」
（NISTEP）にてプレプリントの利用状況と認識、「主要プ
レプリントサーバにおける日本の連絡著者割合」
（NISTEP）にてプレプリントサーバの分析調査をそれぞれ
毎年実施

・プレプリントを用いた評価に対応させて（論文数
や被引用数等）分析の実施を検討

・分野を絞り、上記の評価・分析状況をフォロー
アップし、どの分野にてプレプリントを用いた評価
が適切かの検討をすすめてはどうか

日本語論文 ・人文・社会科学分野において、英語論文データベースに
収録されていない研究成果物（日本語論文や著書等）の
割合が多い

・日本語論文については、J-STAGEとScopusの結
合による日本語論文データの捕捉（e-CSTIに追加)
により、英語論文と同様な研究力の評価を実施予定

新規性に着目した
論文の質的評価分析

・論文の新規性に着目し、引用文献の組み合わせか
ら測定される新規性指標が検討されている
（NISTEP)

・NISTEPで提案している新規性指標については、
所の活動として当該指標を用いた分析を試みる予定

・提案されている新規性指標や活用事例を整理し、
どの指標が適しているかを検討

第6回EBPMアド
バイザリーボード

R4.4.11より抜粋



研究環境指標

【参考】 新たな指標候補の現状と今後の方向性（研究環境指標）

項目 現状 今後の方向性（案）
研究時間 ・「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」（文

部科学省）が5年ごとに実施され（最新は2018年）、
研究活動や教育活動等の時間割合について公表

・2023年予定の次回調査までにこれまでの調査の整
理・分析、調査項目の精査を検討してはどうか

FTE換算研究者数 ・「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」（文
部科学省）に基づき、フルタイム（ＦＴＥ）換算係数
(※)が得られ、調査結果はOECDに報告されている

※：大学等における研究者数を国際比較可能なフルタイ
ム換算値に補正するための係数

・これまでのFTE調査の深掘り分析を実施予定

・次回のFTE調査（2023年度）までに、調査項目や
分析方法について検討してはどうか（例：年齢ごと
のFTE換算した研究者数など）

国際的な賞 ・対象とする賞やそれらの特性等についての整理が必要

・受賞者の国籍や所属機関などの収集・調査が十分でなく、
特定が困難な場合もある

・受賞者、受賞内容を試行的に集計・モニタリング
し、国際的な賞によって評価可能な対象を検討して
はどうか

研究者の意識 ・「科学技術の状況に係る総合的意識調査
（NISTEP定点調査）」（NISTEP)が毎年実施され、
第一線の研究者や有識者への継続的な意識調査を通
じて、我が国の科学技術やイノベーション創出の状
況変化を調査

・2021年度冬から開始された第6期基本計画期間中
の「NISTEP定点調査」(NISTEP)を踏まえて、研究
環境等に対応する調査項目を分析してはどうか。

国民の認識 ・「科学技術に関する国民意識調査 」（NISTEP)
が継続的に実施し、科学技術関心度と科学者信頼度、
科学技術肯定性を中心に国民の意識変化を調査

・これまでの国民意識調査等のトレンドを俯瞰的に
分析しつつ、令和3年度中に新たな項目や分析方法等
を検討してはどうか。

国際頭脳循環 ・ OECDにおいて、論文著者から見た研究者の国際流動
性や論文著者の流動性と論文掲載ジャーナルの関係の分
析を実施。国際流動している研究者の方が、被引用数が
多いジャーナルへの掲載論文が多い傾向が示されている。

・OECDの分析を、今後もフォローしつつ指標として
の検討を進めてはどうか。
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第6回EBPMアド
バイザリーボード

R4.4.11より抜粋
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イノベーション創造関連指標

【参考】 研究力の多様な評価指標の現状と今後の方向性（イノベーション創造関連指標）

項目 現状 今後の方向性（案）
研究者の意識 ・「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP

定点調査）」（NISTEP)が毎年実施され、第一線の
研究者や有識者への継続的な意識調査を通じて、我
が国の科学技術やイノベーション創出の状況変化を
調査

・2021年度冬から開始された第6期基本計画期間
中の「NISTEP定点調査」(NISTEP)を踏まえて、
科学技術・イノベーションと社会等に対応する調査
項目を分析してはどうか。

サイエンスリン
ケージ
（科学と技術のつ
ながりの深掘分析。
例： 科学論文を
引用している特許、
科学論文等の特許1
件当たりの引用件
数等）

・「科学技術指標」（NISTEP)を毎年作成し、日本
は論文を引用しているパテントファミリー数、パテ
ントファミリーに引用されている論文数について
国・地域別に集計

・「科学技術指標2021」（NISTEP）の調査結果
を踏まえ、経年的な変動や分野の特性など指標とし
ての検討を進めてはどうか。

産学官連携 ・「大学等における産学連携等実施状況について」
（文部科学省）において、全国の大学等を対象に産
学連携等の実施状況（研究資金等受入額や民間企業
との共同研究等）を調査

・「大学等における産学連携等実施状況について」
（文部科学省）の調査結果を踏まえ、経年的な変動
などを分析してはどうか。

第6回EBPMアド
バイザリーボード

R4.4.11より抜粋
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【参考】 イノベーション創造関連指標の前提 総合科学技術・イノベーション会議
木曜会合 R3.7.1をベースに本検

討のスコープを図示

研究力

イノベーション力

論文を使う指標

特許 商標
サイエンス
リンケージ

論文数

トップ〇％論文

厚み指標 産学共同研究
市場占有率

競争力

技術指導

h5-index

国際共著

プロシーディングス

書籍

プレプリント

研究データ

研究時間

メディアへの露出

国際的な賞

インプット アウトカムアウトプット

研究者数

サイエンスマップ領域数

※上記の整理（イメージ）は「総合科学技術・イノベーション会議 木曜会合 （R2.10.22）」の資料を基に、研究力を多角的に
分析・評価する指標候補の検討用に整理したもの。研究評価に関する国際的な動向を踏まえて、インパクトファクターは対象外とした。

国民の認識

日本語論文数

FTE換算研究者数

社会の反響

※基本計画第2章１（１）
～（６）等の指標参照

※基本計画第2章１
（４）等の指標参
照

 イノベーションの評価指標には多様な考え方が存在するが、本検討では研究力を前提として、下図
のように研究力とイノベーション力の共通領域をスコープとする

本検討におけるイノベーション創造
関連指標のスコープ
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【参考】 第6期科学技術・イノベーション基本計画で既に記載がある関連指標
主要指標 科学研究指標 なし

研究環境指標 被引用数Top１％論文中の国際共著論文数

生活費相当額程度を受給する博士後期課程学生

40歳未満の大学本務教員の数

研究大学（卓越した成果を創出している海外大学と伍して、全学的に世界で卓越した教育研究、社会実装を機能強化の中核とする「重点支援③」の
国立大学）における、35～39歳の大学本務教員数に占めるテニュア教員及びテニュアトラック教員の割合

大学における女性研究者の新規採用割合

大学教員のうち、教授等（学長、副学長、教授）に占める女性割合

大学等教員の職務に占める学内事務等の割合

政府研究開発投資の総額の規模

官民合わせた研究開発投資の総額

イノベーション創造関連指標 大学等及び国立研究開発法人における民間企業からの共同研究の受入額

産業界による理工系博士号取得者の採用者数

参考指標 科学研究指標 国際的に注目される研究領域（サイエンスマップ）への参画数、参画割合

被引用数Top10％補正論文数、総論文数に占める割合

総論文数及びその国際シェア

研究環境指標 研究者の部門間の流動性

科学技術に関する国民意識調査

人口当たりの博士号取得者数

若手研究者（40 歳未満の大学本務教員）の数と全体に占める割合

民間企業を含めた全研究者に占める女性研究者の割合

大学本務教員に占める女性研究者の割合

博士後期課程在籍者に占める女性の割合（分野別）

主要大学における経常支出の成長率（病院経費除く）

研究設備・機器の共用化の割合

官民の研究開発費総額（対ＧＤＰ比）

科学技術関係予算（第５期基本計画期間中）

国立大学法人、研究開発法人、大学共同利用機関法人における研究費の2018年度予算執行額の合計

イノベーション創造関連指標 大学等スタートアップ創業数

VC等による投資額・投資件数

特許に引用される論文数
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内容

これまでの経緯

今後の検討課題・スケジュール

研究力の多角的な分析・評価に向けた新たな指標の検討
 現在までの検討内容
 指標の考え方・具体化

 科学研究指標
 研究環境指標
 イノベーション創造関連指標

 指標のモニタリング結果の考え方と分析例

検討結果のまとめ

参考資料
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科学研究指標の考え方（案）

文献種別 指標の考え方（量／質／厚みは[1]を参考にラベリング）
[1] 小泉, 調, 鳥谷, “大学の研究力を総合的に把握する「量」、「質」、「厚み」に関する５つの指標と、新しい国際ベンチマーク手法の提案,” STI Horizon, Vol.7, No.1

論文
(Article, Review等)

プロシーディング
（国際会議）

特定領域では論文より国際会議のプロシーディングが重要なケースがある。そこで試行的に特定領域を対象として、その分野のトップカンファレンスを抽出して発表件
数のシェアを分析する。今回は学際的な領域が広がり国際会議での報告が主流であるAI領域を対象とし、NISTEP報告書を参考として、AI領域全般を取り扱う
AAAI（Association for the Advancement of Artificial Intelligence）が主催する国際会議を分析する（次ページに分析例）。今後、分析対象とすべ
き領域の調査・拡大を進めて各領域について評価を行う。

プレプリント

プレプリントの品質の考え方について様々な議論が続いており、現時点で質・厚みの観点としては本検討のスコープ外とする。また量的な観点では、プレプリントは投稿
後に査読付き国際会議／論文誌に投稿される場合も多く、論文数や国際会議の発表件数とのリンクが想定される。国別投稿数などのデータ取得の問題もあり、当
面は論文数等を使用することとしたい。なお、NISTEPではプレプリントの動向に関連する調査を実施しており、分野を問わずプレプリントの利活用が進んでいること、
情報学のようなプレプリントを主体とするコミュニティの存在や、COVID-19など緊急性のあるトピックに関してプレプリント分析の即時有効性が確認されており、継続
的に検討を進める。

日本語論文
内閣府内で調整中（日本語論文を含めた分析に着手）
総合知の構築に向けて重要な人文・社会科学系の論文については、 日本語論文・著作が多いことから、日本語論文を含めた分析に着手。分析方法は上の「論
文」の内容を参考とする。

総
論
文
数
（
量
）

総
論
文
数
の
国
際
シ
ェ
ア
（
量
）

■被引用数指標
総論文数に占める被引用数Top10％補正論文数の割合(質)
被引用数Top10%補正論文数（厚み）
被引用数Top10%補正論文数の国際シェア（厚み）
■非被引用数指標
Nature Index (share/count)（質）

緑字：「第6期科学技術・イノベーション基本計画」に記載がある指標 赤字：今回新しく提案する指標

留意事項
• 新規性指標は今回の検討では除外（指標に関する調査の結果、今回の目的に合致する指標は見つからず）
• 質の指標について、分野依存性を考慮するFWCIの導入を検討したが、第6期科学技術・イノベーション基本計画内で、被引用数Top10%補正論文数（分野を考慮）やその総論文

数に対する割合を算出しており、質的な指標として機能していることから、今回の検討では保留
• 厚み指標について、h-indexの導入を検討したが、元々研究者単位の指標であり、分野依存性が大きく国単位では簡易に算出できず、今回の検討では保留。[1]を参考にして被引用

数Top10%補正論文数を厚み指標として利用

文献種別（論文等）をベースとして、量／質／厚みの観点を考慮して指標化

分
野
Ａ

分
野
Ｂ

分
野
Ｃ

・・・

分野

論
文
数

注目度が高い論文群

NISTEP 「科学技術指標」・「科学研究のベンチマーキング」・「サイエンスマップ」を活用。
Nature Indexは以下のURIを参照（https://www.nature.com/nature-index/）

国際的に注目される研究領域（サイエンスマップ）への参画数、参画割合

※上図は概念図。実際には分野ごとに論文数は異なる
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プロシーディングの分析例
AI全般を対象とするトップカンファレンスAAAIの発表件数と国際シェアを以下に示す。国際シェアは各国の相対
的なプレゼンスを示す値の一種であり、あくまで参考値であるが、本分野の科学研究に関する実力値の１つと想
定できる可能性がある。そこで日本の国際シェアの試行的なモニタリングを考えることとしたい

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、第14回政策研究レビューセミナー「国際的な人工知能学会及びロボット学会における日本の発表状況の推移（2022年2月）」を基に、内閣府が加工・作成。
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内容

これまでの経緯

今後の検討課題・スケジュール

研究力の多角的な分析・評価に向けた新たな指標の検討
 現在までの検討内容
 指標の考え方・具体化

 科学研究指標
 研究環境指標
 イノベーション創造関連指標

 指標のモニタリング結果の考え方と分析例

検討結果のまとめ

参考資料
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研究者数

• 研究者数（日本全体）、 大学・公的機関の研究者数（博士課程在学者を含む）、 企業の研究者数（「NISTEP 科学技術指標」を活用）

• 若手研究者
• 若手研究者（40 歳未満の大学本務教員）の数と全体に占める割合
• 第3期中期目標期間の重点支援③大学における、35～39歳の大学本務教員数に占める任期なし及びテニュアトラック教員の割合

※第4期中期目標期間から重点支援③の位置づけが無くなったため、今後の大学の指定方法は別途検討が必要。

• 研究者のダイバーシティ（外国人比、男女比 ※大学本務教員：教授、准教授、講師、助教）
• 大学本務教員に占める外国人教員の割合（「文科省学校基本調査」を活用）、大学本務教員に占める女性教員の割合

• 研究支援者数（「NISTEP 科学技術指標」を活用）

• 博士号取得者数（「NISTEP 科学技術指標」を活用）、人口当たりの博士号取得者数

研究時間 • 大学教員の研究活動・事務活動等の割合（FTE換算係数、年齢別、「文科省 大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」を活用）

給与 • 国立大学法人等の職員(教員、事務・技術職員等)の平均年間給与（「文科省独立行政法人、国立大学法人等及び特殊法人の役員の報酬等
及び職員の給与の水準」を活用）

国際化
• 海外への派遣研究者数、海外からの受け入れ研究者数（「文科省 国際研究交流の概況」を活用）
• 国際共著論文数（「NISTEP 科学技術指標」を活用）

研究者の意識 • 研究者の意識（「NISTEP 定点調査」を活用 ※5年毎に対象者の区分や母集団に変更があることに注意が必要）

国民の意識 • 国民の科学技術に対する意識（「NISTEP 科学技術に関する国民意識調査」を活用）

緑字：「第6期科学技術・イノベーション基本計画」に記載がある指標 赤字：今回新しく加える指標

・・・ 研究開発費
• 官民の研究開発費総額（絶対値、対ＧＤＰ比）、科学技術関係予算
• 国立大学・国研等の経常収益・経常費用

研究設備 • 大学等の研究設備・機器の共用化の割合（「内閣府 産学連携活動マ
ネジメントに関する調査」を活用）

研究者

研究者に関する指標

研究開発費・設備に関する指標

研究者・国民の意識に関する指標

予算・設備

研究環境指標の考え方（案）
研究環境は広範な意味合いを含むため、「研究者」・「予算・設備」・「研究への意識」に分解して指標化

※大学等の研究環境をベースとしつつ、企業等に関する情報が取得できる項目は、該当情報を取得

予算・設備
の確保

研究への意識

留意事項
• 国際的な賞は、業績から受賞までのタイムラグが長い等の問題があり、今回の検討では保留
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内容

これまでの経緯

今後の検討課題・スケジュール

研究力の多角的な分析・評価に向けた新たな指標の検討
 現在までの検討内容
 指標の考え方・具体化

 科学研究指標
 研究環境指標
 イノベーション創造関連指標

 指標のモニタリング結果の考え方と分析例

検討結果のまとめ

参考資料
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イノベーション創造関連指標の考え方（案）

大学等 民間企業等

市場
イノベーションを
起こす場

共同研究

特許出願 利用

スタート
アップ
企業

創業

論文教員
学生
※博士取得
者含む

関
係
性

緑字：「第6期科学技術・イノベーション基本
計画」に記載がある指標
赤字：今回新しく加える指標

大学等と民間企業との連携による市場でのイノベーション創造について、
共同研究・特許出願を通じた観点と、人的交流を通じた2種類の観点で指標化

共同研究・特許出願等に関する指標

投稿

人的交流に関する指標

共同研究 ・大学等における民間企業との共同研究実施件数／研究資金受入額（「文
科省 大学等における産学連携等実施状況について」を活用）

特許 ・特許権実施等件数及び収入額（「文科省 大学等における産学連携等実施
状況について」を活用）

サイエンス
リンケージ

・特許に引用される論文数 ・シェア（「NISTEP 科学技術指標」を活用）
・論文を引用しているパテントファミリー数・シェア（「NISTEP 科学技術指標」
を活用）

地域貢献
・同一県内中小企業との共同研究・受託研究の件数・受入額、地方公共団体との共同
研究・受託研究の件数・受入額（「文科省大学等における産学連携等実施状況につい
て」を活用）

研究者の
意識

・研究者の意識（「NISTEP 定点調査」を活用） ※5年毎に対象者の区分
や母集団に変更があることに注意が必要）

就職 ・産業界による理工系博士号取得者の採用者数

創業 ・大学等ベンチャー数・IPO件数（「経産省 大学発ベンチャー
実態等調査」等を利用）
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内容

これまでの経緯

今後の検討課題・スケジュール

研究力の多角的な分析・評価に向けた新たな指標の検討
 現在までの検討内容
 指標の考え方・具体化

 科学研究指標
 研究環境指標
 イノベーション創造関連指標

 指標のモニタリング結果の考え方と分析例

検討結果のまとめ

参考資料
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指標のモニタリング結果の考え方（案）

 提案した指標群から読み取る観点は、「学術的に高度な研究を行う力」と「研究で生まれた技術を社会
実装する力」が日本という国単位でどう推移しているのか、という点を想定

 個別の研究機関は本モニタリング結果の分析対象ではなく、あくまで国単位が分析対象となる。計測し
た指標群に基づき、現在の日本の研究・イノベーションに関する実力や研究環境の現状を分析して、これ
を契機として関連する政策立案に繋げる

 分析方法の選定に当たっては、定量的な分析のみならず、定性的な分析が非常に重要となる（研究評
価に関するサンフランシスコ宣言、他）

 モニタリングする指標群や分析方法は固定ではなく、より良い考え方を随時取り入れていく

学術的に高度な研究を行う力

研究で生まれた技術を社会実装する力

科学研究指標 研究環境指標

イノベーション
創造関連指標

波及

波
及

政府

研究環境改善に
関する施策等

イノベーション創出促進
に向けた制度設計等

Top10%論文数等 研究時間、研究経費等

大学発ベンチャー数等

モニタリング

モニタリング

•各種指標のモニタリング結果に基づく問題
の深堀・仮説検証・政策立案などを実施

•モニタリング結果の取り扱い方法としては、
定性・定量分析／合成指数による分析／
参考情報としての利用、あるいはその組み
合わせなど、取捨選択を想定
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指標のモニタリング結果の分析例（１）

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標」を基に、内閣府が加工・作成。

 各指標毎の分析例
（時系列・比較：日本の被引用数Top10%補正論文数／国際シェア（整数カウント））

 指標のモニタリング結果を正しく解釈するためには、適切な指標の分析方法を選択する必要がある。一
方で、指標の特性に依存して適切な分析方法は異なる

 以下で指標の分析例として、時系列・比較・目標値などを用いた分析と、複数の指標の合成指数による
分析を示す

 指標の特徴
① 被引用数Top10%補正論文数（整

数カウント）は増加基調
② 被引用数Top10%補正論文数（整

数カウント）の国際シェアは低下基調

 指標の特徴に基づく仮説（例）
日本の被引用数Top10%補正論文数は
伸びる一方で国際シェアは低下しているため、
他国に対する研究開発費や研究環境などの
リソースが世界との競争で劣後している可能
性がある。

（仮説の検証・深堀と政策の立案）
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指標のモニタリング結果の分析例（２）

出典：文部科学省 「学校教員統計調査」を基に、内閣府が加工・作成。

 各指標毎の分析例
（目標値：若手研究者（40 歳未満の大学本務教員）の数と全体に占める割合）

 指標の特徴
① 第6期科学技術・イノベーション基本計

画の目標として、基本計画期間中に若
手研究者数を1割増加、将来的には3
割以上（参考：2019年の若手研究
者数は41297人、全体に占める割合
は22.2%）

② 若手研究者数は2007年以降、減少
傾向

③ 若手研究者数の、全体（の研究者
数）に占める割合は減少傾向

 指標の特徴に基づく仮説（例）
そもそも若手研究者数が減少しているため、
現状では基本計画の目標を達成するのは
困難。若手研究者数を増加させるための抜
本的な対策が必要。

（仮説の検証・深堀と政策の立案）
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指標のモニタリング結果の分析例（３）
 各指標毎の分析例（複数の指標の合成指数による指標群の全体的な特性の把握）

※想定される課題（以下は課題群の一部）
 性質が異なるパラメータを合成して指数を作成すると、指数の意味の解釈が難しくなる
 数値間のスケールを合わせる処理が必要になり、数値の大きさに関する情報は消える。各指標の重みの設定難易度が高い
 データの取得頻度（例えば毎年度取得、2年に1回取得、etc）の影響でデータが歯抜けになる場合がある
 施策検討に当たっては、指数ではなく、各パラメータの定性的・定量的な性質を確認する必要がある状況が、それなりの頻度で生じることが想定される
 「年度内」と「年内」の集計期間の違いが混在するケースが想定される

（仮説の構築・検証・深堀と政策の立案）

Nature Index以外は減少傾向

科学研究指標群 研究環境指標群 イノベーション創造関連指標群

• 科学技術関係予算（補正込み）が
GX基金などにより一時的に高い

• Covid-19による海外との往来の急
激な低下が見受けられる

共同研究実施件数・受入額や特許実
施件数・収入額は伸びが大きい

上記の指標群の2016年度の値を１として、以降の年は2016年からの変化の割合を算出し、算出した指標群の変化の割合について各年で平
均値を算出。取得頻度が毎年ではない指標は補間値を利用。
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内容

これまでの経緯

今後の検討課題・スケジュール

研究力の多角的な分析・評価に向けた新たな指標の検討

検討結果のまとめ

参考資料
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検討結果のまとめ

 研究力を多角的に分析・評価する新たな指標の検討を行い、既存の指標も含め
て、科学研究指標・研究環境指標・イノベーション創造関連指標の観点で全体
像を整理し、今後モニタリングが期待される指標を示した。

 整理・提案を行った指標について試行的に収集・可視化・分析を行い、データ取
得が可能であることを確認すると共に、数字の妥当性や経年変化を確認すること
で、研究力の変化を捕捉できる可能性を確認した。

（収集・可視化・確認結果は参考に記載）

 今後はこれら指標に基づく多角的な研究力の分析を継続しつつ、第６期基本計
画の進捗状況の把握・評価への活用を開始する。また、第７期基本計画の目
標・指標の議論においても本検討結果の反映を目指すことで、具体的な施策の
立案・モニタリングに生かす。また研究力には様々な観点が存在するため、状況に
応じて適切な指標の提案を行う。

 指標を分析する際には、定量的な分析のみならず、定性的な分析が極めて重要
となるため、指標を取り扱う際には留意する。

 直近注目されている社会的インパクトについては継続的に指標化の検討を進める。
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内容

これまでの経緯

今後の検討課題・スケジュール

研究力の多角的な分析・評価に向けた新たな指標の検討

検討結果のまとめ

参考資料



30

総論文数／国際シェア（量）

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標」を基に、内閣府が加工・作成

指標化の方針 ：総論文数・国際シェア（整数・分数カウント）を指標化
データの特徴 ：総論文数は微増傾向。シェアは減少傾向、順位（分数カウント）は低下傾向
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総論文数に占める被引用数Top10％補正論文数の割合(質)

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、科学研究のベンチマーキング2021、調査資料-312、2021年8月

指標化の方針 ：総論文数に占めるTop10 ％補正論文数の割合（Q 値）を指標化する
データの特徴 ：日本は横ばい傾向で主要国に対して低めの傾向となる
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被引用数Top10%補正論文数・国際シェア（厚み）

指標化の方針 ：被引用数Top10%補正論文数・国際シェア（整数・分数カウント）を指標化
データの特徴 ：被引用数Top10%補正論文数（整数カウント）は微増傾向。被引用数Top10%

補正論文数（分数カウント）は減少傾向。シェア・順位は減少・低下傾向

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標」を基に、内閣府が加工・作成
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Nature Index (share/count)（質）

出典：Nature index (https://www.nature.com/nature-index/) ※を基に、内閣府が加工・作成
※Creative Commons License (CC BY-NC-SA 4.0)下での利用となります

指標化の方針 ： Nature Indexのshare(分数カウント) を指標化
データの特徴 ：横ばいから2021は微増。順位は2016以降5位で変わらず（図省略）

※Nature Indexは、独立した研究者グループによって選ばれた82の高品質な自然科学ジャーナルに掲載された研究論文への貢献をベース
にした指標であり、掲載された論文の著者に関するshare(分数カウント)・count(整数カウント)で算出されます。
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国際的に注目される研究領域（サイエンスマップ）への参画数、参画割合

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所, サイエンスマップ2018, NISTEP 
REPORT No.187, 2020年11月

指標化の方針 ：サイエンスマップの参画領域数・参画割合を指標化
データの特徴 ：参画領域数は近年横ばい。参画割合は低下傾向
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研究者数（総数、部門別）

指標化の方針 ：FTE(Full-Time Equivalent)研究者数を指標化。ヘッドカウントにも注目
データの特徴 ：FTE・ヘッドカウント共に横ばいから微増傾向。ヘッドカウントの増加に対してFTEの

増加が鈍い

2021年度は689,889 人。2002年度比で約
113%

2021年度は951,726 人。2002年度比で約
120%

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2022」を基に、内閣府が加工・作成
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若手研究者（40 歳未満の大学本務教員）の数と全体に占める割合

出典：文部科学省 「学校教員統計調査」を基に、内閣府が加工・作成

指標化の方針 ：若手研究者数と全体に占める割合を指標化
データの特徴 ：若手研究者数は2007年以降、一貫して減少傾向。

若手研究者の全体に占める割合は2004年以降、一貫して減少傾向
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35～39歳の大学本務教員数に占める任期なし及びテニュアトラック教員の割合

出典：文部科学省 「国立大学等の本務教員数」を基に、内閣府が加工・作成

指標化の方針 ：任期有、テニュアトラック教員、任期無の教員数を指標化
データの特徴 ：35～39歳のテニュアトラック教員数は微増、その他は微減

※第６期基本計画で提示された指標の継続性を考慮して、国立大学の第3期中期目標期間における重点支援③の大学を対象とする。
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ダイバーシティ（大学本務教員に占める外国人教員の割合）

出典：文部科学省「学校基本調査」を基に内閣府が加工・作成。本務者のみ

指標化の方針 ：教授／准教授／講師／助教の外国人教員数（国公私大）の割合を指標化
データの特徴 ：時間経過と共に横ばい～微増傾向。最も外国人が多い講師で全体の8%前後
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ダイバーシティ（大学本務教員に占める女性教員の割合）

出典：文部科学省「学校基本調査」を基に内閣府が加工・作成。本務者のみ
また、この表の教員数には，外国人教員及び休職教員を含む

指標化の方針 ：教授／准教授／講師／助教の女性教員数（国公私大）の割合を指標化
データの特徴 ：時間経過と共に微増傾向。最も女性が多い講師で全体の3割強
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研究支援者数

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2022」を基に、内閣府が加工・作成

指標化の方針 ：研究支援者数と内訳（研究補助者数・技能者数・研究事務その他の関係者数）
を指標化

データの特徴 ：研究支援者数の総和は微増微減を繰り返し、25万人前後をキープしている状況

注1) 本グラフの値は、企業・公的機関・大学・非営利団体における研究支援者数の総和。
注2) 「研究補助者」とは「研究者」を補佐し、その指導に従って研究に従事する者。
注3) 「技能者」とは「研究者」、「研究補助者」以外の者であって「研究者」、「研究補助者」の指導及び監督の下に研究に付随する技術的サービスを行う者。
注4) 「研究事務その他の関係者」とは「研究補助者」、「技能者」以外の者で、研究関係業務のうち庶務、会計、雑務等に従事する者。



41

博士号取得者数

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2022」を基に、内閣府が加工・作成

指標化の方針 ：博士号取得者数／人口当たりの博士号取得者数を指標化
データの特徴 ：2006年にピークを迎えたのち、微減～横ばいの傾向
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大学教員の研究活動・事務活動等の割合

指標化の方針 ：研究活動・社会サービス活動・その他の職務活動に関して指標化
データの特徴 ：研究活動時間は減少傾向。特に50歳台前半は研究活動時間が少なめ

出典 : 文部科学省 「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」

大学等教員の職務活動時間割合の推移

年齢階層ごとの職務活動時間割合（2019）
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国立大学の平均年間給与

出典：文部科学省 「独立行政法人、国立大学法人等及び特殊法人の役員の報酬等及び職員の
給与の水準」を基に、内閣府が加工・作成

指標化の方針 ： 大学教員の平均年間給与を指標化
データの特徴 ： 平均年間給与は横ばい特性
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海外への派遣研究者数

出典：文部科学省 「国際研究交流の概況（令和2年度）」から抜粋

指標化の方針 ：「短期派遣者数」・「中・長期派遣者数」を指標化
データの特徴 ：直近はCovid-19の影響で海外への派遣研究者数は著しく減少
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海外からの受け入れ研究者数

出典：文部科学省 「国際研究交流の概況（令和2年度）」から抜粋

指標化の方針 ：「短期受入れ数」・「中・長期受入れ数」を指標化
データの特徴 ：直近はCovid-19の影響で海外からの受入れ研究者数は著しく減少
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国際共著論文数

指標化の方針 ：日本の国際共著論文数を指標化
データの特徴 ：国際共著論文数は経年で横ばいから微増傾向。他主要国に対しては低めの水準

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2022」を基に、内閣府が加工・作成
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大学発ベン

チャー

Q101: 若手研究者
の自立・活躍のため

の環境整備
4.9 5.5 5.2 4.6 4.6 5.4 5.4 4.3 5.0 4.8 6.0 4.6 5.3
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程進学者の数
2.4 3.3 2.4 2.1 2.1 2.7 2.0 2.8 2.4 2.6 - 2.1 2.5

Q105: 望ましい能力
をもつ博士後期課

程進学者の数
3.2 - - - - -
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程進学に向けた環

境整備
4.2 4.9 4.6 3.8 3.8 4.2 4.3 4.2 4.2 4.4 - 4.3 3.5

Q106: 博士後期課
程進学に向けた環

境整備
4.5 - - - - 2.5

Q107: 博士号取得
者のキャリアパス多
様化への環境整備

3.8 4.3 4.5 3.4 2.9 4.2 4.0 3.4 3.8 3.4 - 3.8 2.8
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者のキャリアパス多
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4.2 - - - - 2.5

Q112: 研究者の業
績評価の観点の多
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研究者
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国研等マ
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企業タイプ別
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層
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大学の自然科学研究者
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大学グループ別 大学部局分野別 大学性別
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研究者の意識（研究人材）

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所, 科学技術の状況に係る総合的意
識調査（NISTEP定点調査2021）, NISTEP REPORT No.194, 2022年8月

指標化の方針：全体の指数の状況を確認しつつ、指数の中で「不十分との強い認識」以下の指数に注目
データの特徴：特に「望ましい能力をもつ博士後期課程進学者の数」が低い



第1G 第2G 第3G 第4G 理学
工学・農

学
保健 男性 女性 大企業

中小企業・
大学発ベン

チャー

Q201: 研究基盤の
状況

5.0 5.4 5.3 4.9 4.5 5.1 5.0 5.0 5.0 5.0 4.9 4.6 5.0

Q201: 研究基盤の
状況

3.5 3.7 3.4 3.7 3.3 -

Q202: 基盤的経費
の確保

3.6 3.8 3.2 3.3 4.1 3.6 3.6 3.6 3.5 4.1 4.4 3.2 4.4

Q202: 基盤的経費
の確保

3.7 3.5 2.2 2.7 2.1 2.2

Q203: 競争的資金
等の確保

4.8 5.1 5.2 4.6 4.4 4.7 4.8 4.8 4.8 4.8 5.2 5.4 6.0

Q203: 競争的資金
等の確保

4.1 4.8 2.6 2.9 2.5 3.9

Q204: 研究時間を
確保するための取

組
2.8 3.2 2.8 2.5 2.6 2.9 2.7 2.8 2.7 2.8 3.2 3.1 3.3

Q204: 研究時間を
確保するための取

組
3.4 4.3 2.2 3.2 2.0 -

Q205: 研究マネジメ
ントの専門人材の

育成・確保
2.7 3.0 3.0 2.6 2.2 2.7 2.8 2.6 2.7 2.4 2.7 2.9 2.6

Q205: 研究マネジメ
ントの専門人材の

育成・確保
3.3 3.4 2.3 2.7 2.2 -

Q209: ICT技術に基
づく研究方法の変

革の進展
3.3 3.9 3.5 2.9 3.0 3.5 3.7 2.7 3.3 3.0 4.5 3.2 3.0

Q209: ICT技術に基
づく研究方法の変

革の進展
3.2 4.1 2.7 3.2 2.6 -

Q210: 研究交流や
教育等におけるリ

モート化
6.3 6.3 6.9 5.9 6.0 6.6 6.6 5.8 6.4 5.8 6.7 6.1 6.7

Q210: 研究交流や
教育等におけるリ

モート化
5.6 6.0 4.5 5.6 4.2 -

Q211: 研究データ・
研究成果を公開・共

有するための取組
5.3 5.5 5.5 4.9 5.3 5.5 5.4 5.0 5.3 5.3 5.5 4.8 5.3

Q211: 研究データ・
研究成果を公開・共

有するための取組
3.9 5.1 3.8 4.3 3.7 3.7

Q212: 公開・共有さ
れた研究データ・研

究成果の利活用
4.7 5.1 4.8 4.4 4.5 4.9 4.8 4.5 4.7 4.6 5.0 4.4 4.6

Q212: 公開・共有さ
れた研究データ・研

究成果の利活用
3.5 4.0 2.8 3.3 2.7 2.9

研究資
源

研究活
動の変

容

中分類

研究資
源

研究活
動の変

容

国研等の
自然科学
研究者

重点プロ
グラム研
究者*1

人社研究
者

国研等マ
ネジメン

ト層

企業

全体

企業タイプ別
俯瞰的な
視点を持

つ者
質問内容

大学マネ
ジメント

層
中分類質問内容

大学の自然科学研究者

全体

大学グループ別 大学部局分野別 大学性別
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研究者の意識（研究環境）
指標化の方針：全体の指数の状況を確認しつつ、指数の中で「不十分との強い認識」以下の指数に注目
データの特徴：特に「研究時間を確保するための取組」・「研究マネジメントの専門人材の育成・確保」・

「ICT技術に基づく研究方法の変革の進展」に関する指数が低い

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所, 科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2021）, NISTEP REPORT No.194, 2022年8月



大企業
中小企業・
大学発ベン

チャー

Q301: 新たな課題
の探索・挑戦的な研

究を行うための環
境 3.8 4.2 2.6 3.2 2.4 3.4

Q302: 基礎研究の
多様性

3.0 3.3 2.8 3.4 2.7 3.3

Q303: 基礎研究に
おける国際的に突

出した成果
3.1 3.4 2.5 3.2 2.3 3.0

Q304: 研究開発の
成果のイノベーショ

ンへの接続
3.2 3.2 2.5 3.2 2.3 2.9

中分類

学術研
究・基
礎研究

国研等マ
ネジメン

ト層

企業

全体

企業タイプ別
俯瞰的な
視点を持

つ者
質問内容

大学マネ
ジメント

層

第1G 第2G 第3G 第4G 理学
工学・農

学
保健 男性 女性

Q301: 新たな課題
の探索・挑戦的な研

究を行うための環
境 3.5 3.6 3.7 3.3 3.6 3.6 3.6 3.5 3.5 4.0 3.9 3.6 4.1

Q302: 基礎研究の
多様性

3.3 3.1 3.3 3.4 3.4 3.2 3.3 3.4 3.3 3.5 2.9 3.2 3.3

Q303: 基礎研究に
おける国際的に突

出した成果
3.3 3.4 3.4 3.3 3.3 3.9 3.3 3.1 3.3 3.3 3.4 3.3 2.5

Q304: 研究開発の
成果のイノベーショ

ンへの接続
3.3 3.4 3.2 3.3 3.4 3.6 3.3 3.2 3.3 3.5 3.6 3.1 3.0

中分類

学術研
究・基
礎研究

質問内容

大学の自然科学研究者

全体

大学グループ別 大学部局分野別 大学性別
国研等の
自然科学
研究者

重点プロ
グラム研
究者*1

人社研究
者
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研究者の意識（研究活動及び研究支援）
指標化の方針：全体の指数の状況を確認しつつ、指数の中で「不十分との強い認識」以下の指数に注目
データの特徴：特に「基礎研究の多様性」・「基礎研究における国際的に突出した成果」・

「研究開発の成果のイノベーションへの接続」に関する指数が低い

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所, 科学技術
の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2021）, 

NISTEP REPORT No.194, 2022年8月
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国民の科学技術に対する意識

出典：
文部科学省 科学技術・学術政策研究所

「科学技術に関する国民意識調査 －SDGsについて－ 2022年7月」 から抜粋

指標化の方針 ：「国民の科学技術に対する関心度」と、「科学技術の政府による支援に関する理解度」
に注目

データの特徴 ：国民の科学技術に対する関心度は低下傾向、科学技術の政府による支援に関する
理解は横ばい傾向
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官民の研究費総額（対ＧＤＰ比）

出典：総務省 「科学技術研究調査結果の概要 2021年12月」から抜粋

指標化の方針 ：官民の研究費総額・対GDP比を指標化
データの特徴 ：2010年代半ば以降、研究費総額は横ばいから微増傾向、対GDP比は横ばい傾向
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科学技術関係予算

出典：内閣府 「科学技術関係予算 令和４年度当初予算案、令和３年度補正予算の概要について（令和４年２月）」から抜粋

指標化の方針 ：科学技術関係予算の総額を指標化
データの特徴 ：内訳として、当初予算は微増傾向。補正予算も合わせての大幅な増加が進行中
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国立大学等経常収益

出典：文部科学省 各国立大学法人「令和３事業年度財務諸表」等を基に作成

指標化の方針 ：経常収益の絶対値を指標化
データの特徴 ：経常収益は増加傾向。運営費交付金は減少～横ばい・外部資金は増加傾向。

附属病院収益が大きい
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国立大学等経常費用

出典：文部科学省 各国立大学法人「令和３事業年度財務諸表」等を基に作成

指標化の方針 ：経常費用の絶対値を指標化
データの特徴 ：経常費用は増加傾向
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国研に配算された運営費交付金・競争的資金

出典：各研究開発法人等の予算資料から内閣府で合算して作成

指標化の方針 ：各国研に配算された運営費交付金・競争的資金を指標化
データの特徴 ：運営費交付金は微増傾向。競争的資金は横ばい傾向

【対象国研】
1. 国立研究開発法人情報通信研究機構
2. 国立研究開発法人物質・材料研究機構
3. 国立研究開発法人防災科学技術研究所
4. 国立研究開発法人 量子科学技術研究開発機構
5. 国立研究開発法人理化学研究所
6. 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構
7. 国立研究開発法人海洋研究開発機構
8. 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
9. 国立研究開発法人国立がん研究センター
10.国立研究開発法人国立循環器病研究センター
11.国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター
12.国立研究開発法人国立国際医療研究センター
13.国立研究開発法人国立成育医療研究センター
14.国立研究開発法人国立長寿医療研究センター
15.国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所
16.国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構
17.国立研究開発法人国際農林水産業研究センター
18.国立研究開発法人森林研究・整備機構
19.国立研究開発法人水産研究・教育機構
20.国立研究開発法人産業技術総合研究所
21.国立研究開発法人土木研究所
22.国立研究開発法人建築研究所
23.国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所
24.国立研究開発法人国立環境研究所
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大学等の研究設備・機器の共用化の割合

出典：内閣府 「産学連携活動マネジメントに関する調査」を基に、内閣府が加工・作成

指標化の方針 ：研究設備・機器の共用件数・利用収入を指標化
データの特徴 ：共用件数と利用収入の傾向は横ばい傾向。今後のデータ集積を待つ必要がある
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大学等における民間企業との共同研究実施件数／研究資金受入額

出典：文部科学省 「大学等における産学連携等実施状況について 令和2年度実績」
を基に、内閣府が加工・作成

指標化の方針 ：共同研究実施件数／研究資金受入額を指標化
データの特徴 ：共同研究実施件数は増加傾向も直近停滞。研究資金受入額は増加傾向
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特許権実施等件数及び収入額

指標化の方針 ：特許権実施等件数及び収入額を指標化
データの特徴 ：特許権実施等件数、収入額ともに増加傾向。H30年度の収入額が突出

出典：文部科学省 「大学等における産学連携等実施状況について 令和2年度実績」から抜粋
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特許に引用される論文数 ・シェア（試行的な分析）

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標」を基に、内閣府が加工・作成

指標化の方針 ：パテントファミリーに引用されている論文数・シェアを指標化
データの特徴 ：論文数・シェア・順位、共に低下傾向

※ 科学技術指標において、パテントファミリーから論文への引
用分析に用いているデータは毎年データベースが過去分を含
めて更新されている。このため時系列変化にはその影響も出
ている可能性がある。時系列分析の仕方は要検討。
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論文を引用しているパテントファミリー数・シェア（試行的な分析）

指標化の方針 ：論文を引用しているパテントファミリー数・シェアを指標化
データの特徴 ：パテントファミリー数・シェア、共に低下傾向

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標」を基に、内閣府が加工・作成

※ 科学技術指標において、パテントファミリーから論文への引
用分析に用いているデータは毎年データベースが過去分を含
めて更新されている。このため時系列変化にはその影響も出
ている可能性がある。時系列分析の仕方は要検討。
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大学等と同一県内中小企業・地方公共団体との共同研究・受託研究の件数・受入額

指標化の方針 ：大学等と同一県内中小企業・地方公共団体との共同研究・受託研究の件数・受入額
を指標化

データの特徴 ：中小企業との取組数・受入額共に増加傾向。2020年度の停滞はコロナの影響が
想定される。地方公共団体との取組は横ばいから微減の傾向

出典：文部科学省 「大学等における産学連携等実施状況について」を基に、内閣府が加工・作成

※ 同一県内中小企業とは、大学等と契約した中小企業が同一都道府県内にある企業を指す。
また、大学等と契約した地方公共団体が同一都道府県内にある地方公共団体とは限らない。

※地方公共団体からの受託事業費等は計上されていない。



大企業
中小企業・
大学発ベン

チャー

Q401: 民間企業と
組織的な連携を行

うための取組
5.2 5.0 4.0 5.0 3.7 3.9

Q402: 民間企業と
の連携を通じた着

想の研究開発への
反映 4.9 4.6 3.7 4.8 3.4 -

Q403: ベンチャー企
業を通じた知識移
転や新たな価値の

創出 3.4 2.7 3.1 3.8 3.0 3.2

Q404: 民間企業と
の間の人材流動や

交流
3.0 3.3 2.6 3.1 2.5 2.5

Q407: 地域創生に
資する人材の育成

5.6 4.4 3.6 4.1 3.5 3.2

Q408: 地域創生に
資する研究やイノ
ベーションの創出

5.7 4.9 3.7 4.1 3.6 3.4

中分類

知識に
基づい
た価値
創出

地域創
生

国研等マ
ネジメン

ト層

企業

全体

企業タイプ別
俯瞰的な
視点を持

つ者
質問内容

大学マネ
ジメント

層

第1G 第2G 第3G 第4G 理学
工学・農

学
保健 男性 女性

Q401: 民間企業と
組織的な連携を行

うための取組
4.8 5.3 5.3 4.8 4.2 4.7 5.5 4.2 4.9 4.3 5.7 5.2 3.8

Q402: 民間企業と
の連携を通じた着

想の研究開発への
反映 4.6 5.1 4.8 4.4 4.1 4.6 5.2 3.8 4.7 4.0 5.1 4.8 3.8

Q403: ベンチャー企
業を通じた知識移
転や新たな価値の

創出 3.4 4.1 3.6 3.4 2.8 3.6 3.7 3.0 3.4 3.1 3.4 3.9 2.2

Q404: 民間企業と
の間の人材流動や

交流
3.2 3.9 3.5 3.1 2.6 3.4 3.5 2.8 3.3 3.0 3.5 3.1 2.9

Q407: 地域創生に
資する人材の育成

4.7 4.0 4.8 5.0 4.8 4.6 5.3 4.1 4.8 4.5 3.5 4.5 5.4

Q408: 地域創生に
資する研究やイノ
ベーションの創出

4.7 4.1 4.9 4.9 4.6 4.5 5.3 4.0 4.7 4.4 4.1 4.3 5.2

中分類

知識に
基づい
た価値
創出

地域創
生

国研等の
自然科学
研究者

重点プロ
グラム研
究者*1

人社研究
者

質問内容

大学の自然科学研究者

全体

大学グループ別 大学部局分野別 大学性別
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研究者の意識（産学官連携及び地域について）

指標化の方針 ：
基本特性 ：

指標化の方針：全体の指数の状況を確認しつつ、指数の中で「不十分との強い認識」以下の指数に注目
データの特徴：特に「ベンチャー企業を通じた知識移転や新たな価値の創出」・

「民間企業との間の人材流動や交流」に関する指数が低い

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所, 科学技術
の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2021）, 

NISTEP REPORT No.194, 2022年8月
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産業界による理工系博士号取得者の採用者数

出典：文部科学省 「大学院における教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」
を基に、内閣府が加工・作成

指標化の方針 ：産業界による理工系博士号取得者の採用者数を指標化
データの特徴 ：2014年以降、横ばいの特性となる
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大学発ベンチャー数

出典：経済産業省 「大学発ベンチャーの実態等に関する調査（2022年5月）」から抜粋

指標化の方針 ：大学発ベンチャー数を指標化
データの特徴 ：2014 年度以降、企業数は毎年増加傾向にあり、最新調査が行われた2021年度

の企業数及び増加数は過去最多

大学発ベンチャー数の年度別推移
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大学発ベンチャーのIPO件数

指標化の方針 ：大学発ベンチャーのIPO件数を指標化
データの特徴 ：特定年度に大学発ベンチャーIPO件数が固まっている一方で、東証IPO数は上昇傾向

出典：経済産業省 「大学発ベンチャーの実態等に関する調査（2022年5月）」から抜粋


